
平成 30 年 ５月 22 日

建 築 都 市 局

北九州市宅地防災工事等資金融資制度要綱の一部改正について（報告） 

－減災工事の追加－

１ 改正理由・目的 

平成２９年７月の九州北部豪雨により、市内で１２０件もの崖崩れなど甚大な被害が発生した。

この災害を受け、崖崩れなどの災害を発生させないためには、擁壁等が壊れる前の対応が重要であ

るとの考えのもと、これまでは技術基準に基づく防災工事を推奨してきたが、多額の費用がかかるこ

とや敷地の制約等があることから、災害リスクの軽減に一定の効果がある減災工事の支援に取り組む

こととした。

このため、現行の融資対象工事に、擁壁等が壊れる前の補修・補強を比較的安価で行うことができ

る「減災工事に対する融資」を追加することとして、所要の改正を行なうもの。

２ 改正の概要 

現行の融資対象工事である「防災工事及び復旧工事」に「減災工事」を追加するにあたり、要綱に

次のとおりの減災工事の融資条件等を定めるもの。

※防災・復旧工事の融資は、上記以外に住宅金融支援機構の融資もあります。

３ 施行期日

  平成３０年５月 ２日 （申し込み開始は、平成３０年６月上旬予定）

区  分 減災工事（追加） 防災工事 復旧工事 

対 象 者 所有者及び推定相続人 

（事業者は除く） 

所有者、推定相続人 

及び事業者 

所有者及び事業者 

居住要件 
・自己居住 ・親族居住 

・空き家 

・自己居住 ・親族居住 

・空き家 

・自己居住 

融資限度額 
工事費用の９０％かつ 

２００万円まで 

工事費用の９０％かつ 

３８０万円まで 

工事費用の９０％かつ

１，０００万円まで 

融資

の条

件 

利 率 

幹事行が定める長期プラ

イムレートの利率に 

＋0.05％ 

（５月１日現在 1.05％） 

住宅金融支援機構の利率

と同じ 

（５月１日現在 0.60％） 

住宅金融支援機構の利率

から▲0.45％ 

（５月１日現在 0.15％） 

償還期間 １０年以内 １０年以内 １５年以内 

償還方法 元利均等月賦償還 元利均等月賦償還 元利均等月賦償還 

担保及び

保証人 

取扱金融機関が必要と認

めるときは、担保及び連帯

保証人を要する。 

取扱金融機関が定める担

保（連帯保証人を要する場

合がある。） 

保証会社の保証 

工事の 

基準 

技術的基準に適合する必

要は無く、既存擁壁の補強

工事や法面の保護工事な

ど、減災効果が適当である

と市長が認める工事。 

宅地造成等規制法第９条

の技術的基準に適合する

必要がある。 

宅地造成等規制法第９条

の技術的基準に適合する

必要がある。 
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宅宅地地防防災災工工事事等等資資金金融融資資制制度度ののごご案案内内

１ 宅地防災工事等資金融資とは                            （平成３０年５月現在） 

  宅地を土砂の流出などによる災害から守るため、防災工事を行うよう市から改善勧告又は改善命令などを受けた

方等に必要な資金を融資するもので、独立行政法人住宅金融支援機構が行うものと北九州市が行うものがあります。 

２ 融資を受けることができる工事（減災工事を除く） 

  ①のり面の保護 ②排水施設の設置 ③整地 ④擁壁の設置（旧擁壁の除去を含みます） 

  ※応急措置や仮復旧のための工事は、融資の対象にはなりません。 

   ※工事の内容が、宅地造成等規制法第９条の「技術的基準」に適合していることが必要です。 

３ 融資の種類 

 （１）住宅金融支援機構の融資 

お申し込みができる方 融資額 貸付利率 償還期間 

「宅地造成等規制法」、「急傾斜地の崩壊による災害の防止に

関する法律」または「建築基準法」に基づく改善勧告を受けて

から２年以内、若しくは改善命令を受けてから１年以内に申し

込みをする場合

10万円～1,170万円 

（工事費の９０％以内） 

0.60％ 

（※平成30年5月

1日から適用。） 

15年以内 

  ○担保 「工事を行う土地」と「その土地に建つ家屋等」に第１順位の抵当権を設定します。 

  （２）北九州市の融資 

お申し込みができる方 融資額 貸付利率 償還期間 

防災工事 

住宅金融支援機構の融資を受けることが決定し

た方が、機構の貸付限度額以上の工事を行う場合 

10万円～200万円 

（工事費の９０％以内） 

住宅金融支援機

構の利率と同じ 

（0.60％※１） 

10年以内 

「災害対策基本法」に基づく事前措置の指示また

は事前措置予告通知を受けてから１年以内に工

事を行う場合や「宅地造成等規制法」、「急傾斜地

の崩壊による災害の防止に関する法律」、「建築基

準法」のいずれかで勧告を受けた日から２年以内

または改善命令を受けた日から１年以内に工事

を行う場合 

10万円～380万円 

（工事費の９０％以内） 

復旧工事 

現に崖崩れが発生しており、崖崩れによって宅地

に被害が及んでいるもので、市長が復旧工事を要

すると判断する崖 

10万円～1,000万円 

（工事費の９０％以内） 

住宅金融支援 

機構の利率から 

▲0.45％ 

（0.15％※１） 

15年以内 

（300万円以

下の場合は 

10年以内） 

減災工事 

崖崩れ災害を未然に防ぐために行う擁壁の補強

工事、法面保護工事等で、工事による減災効果が

適当であると市長が認める工事を行う場合 

10万円～200万円 

（工事費の９０％以内）

幹事行が定める

長期プライムレ

ートに0.05％を

加えた利率 

（1.05％※２） 

10年以内 

  ○担保 「防災工事」「減災工事」の場合 取扱金融機関が定める担保（連帯保証人が必要な場合があります。） 

      「復旧工事」の場合 保証会社の保証を受けられることが必要です。（保証会社の保証料は、貸付利率

に含まれています。） 

 ※１ 利率は１か月程度の周期で変動しますので、住宅金融支援機構のホームページでご確認ください。 

 ※２ 利率は変動しますので、北九州市開発指導課へお尋ねください。 

  ＜お問合せ先＞ 

   住宅金融支援機構の融資  お客様コールセンター     ０１２０－０８６０－３５ （通話無料） 

   北九州市の融資      北九州市建築都市局開発指導課 ０９３－５８２－２６４４ 
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既設擁壁撤去後 

又は崩壊後 

擁壁工事完了 

減災工事施工後 

減災工事施工前 

○住宅金融支援機構の融資 

 ・融資額：10万円～1170万円 

  （工事費の90%以内） 

 ・貸付利率：0.60%（H30.5.1） 

 ・償還期間：15年以内 

 ＊市から200万円までの追加融資有 

（市の場合の償還期間は10年以内） 

北九州市宅地防災工事等資金融資制度の紹介 

○北九州市の融資 

 ・融資額：10万円～380万円 

  （工事費の90%以内） 

 ・貸付利率：0.60%（H30.5.1） 

・償還期間：10年以内

○北九州市の融資 

 ・融資額：10万円～1000万円 

  （工事費の90%以内） 

 ・貸付利率：0.15%（H30.5.1） 

  ＊機構利率からﾏｲﾅｽ 0.45% 

・償還期間：15年以内（10年の場合有）

○北九州市の融資 

 ・融資額：限度額200万円 

  （工事費の90%以内） 

 ・貸付利率：1.05%（H30.5.1） 

 ・償還期間：10年以内  

防
災
工
事

イメージ写真 

減
災
工
事

復
旧
工
事

防災工事融資

復旧工事融資

(

既
設
擁
壁
撤
去
後
、
擁
壁
新
設
等
を
行
な
う
工
事)

(

既
に
崩
壊
し
た
擁
壁
の
復
旧
工
事)

融資制度 

減災工事融資 

＊工事の内容が、技術基準に適合していること 

＊工事の内容が、技術基準に適合していること 

＊減災効果が適当であると市長が認める工事 
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■ 融資を受けることができる工事 

擁壁などの崖崩れ災害を未然に防ぐために行う、擁壁の補強工事や法面保護工事等で工事による減災効果が適当であると市長が認める工事。 

■ 融資を受けることができる土地 

・ 自己居住 ・親族居住 ・自己が所有する空き家  

■ 融資を受けることができる崖  （基本として、次の全てに該当することが必要です。）

・ 地盤面からの高さが２ｍを超える崖地 

・ 崖の下端から２Ｈ以内、又は上端から１Ｈ以内に家屋、 

公共施設又は私道が存し、崖崩れによる被害が及ぶおそれがある崖 

問い合わせ先 北九州市小倉北区城内 1番 1号  

北九州市建築都市局計画部開発指導課 

                                           電話 582-2644 FAX 582-2503 

４ 融資工事例 

宅地の擁壁などの崩壊による災害を未然に防ぐため、擁壁などの補修・補強等の工事に対し、北九州市が融資を行うものです。 

・融資額 ：工事費用の９０％（上限２００万円） 

・利率  ：１．０５％（※平成３０年５月現在） 

      利率は変動しますので、開発指導課に

お尋ねください。 

・償還期間：１０年以内 

・償還方法：元利均等月賦償還（繰上げ償還可能） 

・担保  ：必要に応じて 

・保証人 ：必要に応じて 

・年齢制限：上限７０歳以下

１ 減災工事融資とは 

２ 融資を受けることができる条件 

３ 融資額等 

崖の高さ＝H 

(2m 超) 

θ＞30° 

２H 

H 

２H 

H 

崖から離れている方を採用 

“減災工事への融資始めました”

石積補強 石積表面保護 簡易吹付法枠 
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防災工事 減災工事 

施
工
事
例

施工事例 幅 20m×高さ 3m＝面積 60 ㎡ 

工事費  約 600 万円  ＊1 工事費  約 180 万円  ＊3 

最終支払金額 約 639 万円  ＊2 最終支払金額 約 189 万円  ＊4 

＊1) 工事費は施工条件により増減 

＊2) 融資制度借入 540万円（利率 0.6%）、他行借

入 60 万円（利率 3.0%）と仮定して計算 

＊3) 工事費は施工条件、専用充填材の注入量によ

り増減 

＊4) 融資制度借入 162 万円（利率 1.05%）、他行

借入 18万円（利率 3.0%）と仮定して計算

大雨などによる宅地被害を防止するためには、擁壁等が壊れる前の対策が重要です。基本的には、防災工事（技術基準に基づ

いた工事）が有効ですが、下表のとおり工事費が多額となり、防災対策が進まないのが現状です。 

そこで、宅地の災害リスク軽減に一定の効果がある減災工事への融資を開始しました。 

 是非、宅地の防災対策に新たな融資制度をご活用ください。 

平成２９年７月の大雨により崩壊した石積

擁壁です。 

隣接家屋への影響もありますが、工事費だ

けでも数千万円掛かる見込みです。 

他の事例でも、 

崩壊した後では 

多額の費用が必 

要となっていま 

す。 

我が家の安全を考えてみませんか？ ～減災工事のポイント～

減災工事への融資始めました 

大雨による被害 

壊れる前の対策が重要 ！！ 

減災工事融資についての詳細は裏面へ 

融資を活用した減災工事による我

が家の安全を考えてみませんか？ 

そこで・・・

融資を活用した防災工事と減災工事の比較例 

施工前 

施工後 

施工前 

施工後 
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